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大井町第６次総合計画策定方針(追加資料) 

 

 

●大井町第６次総合計画の策定体制について 

  ≪策定体制図≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画策定事務局 
（企画財政課） 

 

総合計画審議会 

 
構成員：町議２名、教育委員１名、農業委員１名 

    自治会長３名、団体役員３名、 

学識経験者４名、その他町長が認める者 

（産官学金労言分野等）３名  計１７名 

 

諮

問 

 

答

申 

大井町まちづくり会議 

 
・一般公募 

・町内団体、企業 等 

・町職員 

 

町民アンケート等 

 
・町内 16 歳以上の 3,000 名を 

対象にアンケート調査 

・町政懇話会 

・パブリックコメント 

 

町 民 参 加 庁内策定体制 

構成員：町長、副町長、教育長、

各課室長 

 
報
告 

 

構成員：各課室から職員２名 

 

総合計画策定委員会担当者部会 

 

総合計画策定委員会 

 

  

調 

整 

 

意 

見 

 

資料８ 
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●次期計画での変更点 (１)持続可能な行政経営の推進 

 ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の観点を取り入れる 
 

(１)ＳＤＧｓとは？ 

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であり、

2015年 9月に国連で開かれたサミットの中で世界のリーダーによって決められた、国際

社会共通の目標です。 

誰ひとり取り残さないことを目指し、先進国と途上国が一丸となって達成すべき目標

であり、これからの持続可能な社会をつくるために必要な人の権利、環境や経済等に対

する 17個の開発目標を定めました。 

【ＳＤＧｓの１７の目標のアイコン】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考：持続可能な開発目標（SDGs）実施指針（SDGs推進本部(全国務大臣を構成員）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5 推進に向けた体制（抜粋） 

 SDGs を全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体及びその地域で活

動するステークホルダーによる積極的な取組を推進することが不可欠である。 

この観点から、各地方自治体に、各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たっ

ては SDGsの要素を最大限反映することを奨励 

世界レベルでのＳＤＧｓ達成 

国レベルでの取組み 

日本国としての実施指針 

自治体レベルでの取組み 

住民・企業等との協働の取組み 

ＳＤＧｓのどの取組みにつながるのか、認識を持つことが必要 

持続可能な経済、社会、環境の向上かつ平等、対等な社会の構築 

＝これまで行政が取り組んできた事自体がＳＤＧｓにつながる 

総合計画にＳＤＧｓのアイコンを取り入れることにより、施策目標の明

確化を図りたい。 
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●次期計画での変更点 (２)地方創生の推進 

大井町まち・ひと・しごと創生総合戦略との一体化 
 

(１)地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略とは？ 
 

国においては、少子高齢化の進展や人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏

への人口の過度の集中を抑えることが、地方における主要課題と捉え、これに的確に

対応するため、「まち・ひと・しごと創生法」をはじめとする地方創生関連法を制定

するとともに、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を定めました。 

このまち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となって取り組む必要が

あることから、地方公共団体においては、平成 27年度(2015年度)に地方版「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン（人口ビジョン、2060年度までの長期目標）」及び「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略（2015年度～2019年度の５年間の短期目標）」を定め、

地方創生に向けた地方（県・市・町・村）の特徴ある取組みの推進がスタートしまし

た。 

大井町においても、地域の特性を活かした特徴あるまちづくりに取組むため、「大

井町人口ビジョン」と「大井町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

 

（２）大井町まち・ひと・しごと創生総合戦略は？ 
 

大井町まち・ひと・しごと創生総合戦略(以下、総合戦略)は、2015 年度から 2019

年度までの５年間を期間として策定しています。この戦略に基づき「相和地域の農業

振興・体験観光づくり」や「ビオトピアとの連携による未病への取組み」等の地域特

性を活かした事業により地方創生に取組んでいます。 

 

（３）総合計画と総合戦略との関係は？ 
 

総合計画のうち、重点施策等の地方創生に資する事業を抽出して策定したものが大

井町の総合戦略にあたり、「総合戦略の取組み＝総合計画の取組み」という関係です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）総合戦略策定の必要性は？ 
 

国では、地方における地方創生に資する事業に対して、地方創生関連交付金を交付

しており、この交付金を活用する場合には、その事業が総合戦略に位置付けられてい

ることが要件となっています。大井町でも、この地方創生交付金の交付を受けており、

継続して交付金を受けるためには、総合戦略を切れ目なく策定していくことが前提と

なっています。 
 

 

基本 
構想 

基本 
計画 重点施策 

大井町 

人口 

ビジョン 
将来人口 まちの将来像 

5年間の基本的

な施策 

戦略を加味した将来人
口（展望）を設定 

大井町 
まち・ひと・し
ごと創生 
総合戦略 

３ヶ年の事業 

成長戦略を中心に、関
連する具体施策・事業
を位置づけ 

実施
計画 具体施策 

５年間の具体的事業 
とＫＰＩ（目標指標）を
設定 

関連性を重視 

大井町第 5次総合計画 

基本計画 
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（５）総合計画との一体化（一本化）について 
 

 〈参考：地方版総合戦略策定のための手引き（平成 27年１月内閣府地方創生推進室）〉 

 

 

 

 

 

 
 

◎国より、総合計画等と総合戦略を一体化することは可能であると示されていること

から、大井町では、以下の理由から、次期総合計画に合わせて総合計画との一体化

を図ります。 

 ➣ 総合計画と総合戦略の２つがあることの説明が分かりにくい。 

 ➣ 総合計画とは別に総合戦略を策定する経費等が不要となる。 

 ➣ 進行管理を一本化することによる事務の効率化を図る。 

 

 H27 

（2015） 

H28 

（2016） 

H29 

（2017） 

H30 

（2018） 

R1 

（2019） 

R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

         

         

 

 

 

 

 

次期総合計画との一体化を行うため、現在の総合戦略を１年間延長したい 
 

・ 総合戦略の策定にあたっては、住民代表だけでなく、産業界・行政機関・大学・

金融機関・労働団体（産学官金労）等で構成する推進組織で審議するなど、広く関

係者との意見交換をすることが不可欠です。 
 

・ 総合戦略においては、地域課題に対する適切な目標値（ゴール）を設定し、実施

した施策・事業の効果を検証し、事業の改善を図る PDCA（Plan(計画)・Do（実

行）・Check（評価）・Action（改善））のサイクルが不可欠です。 

そのため、各地方公共団体においては、地方版総合戦略の策定段階だけでなく、

効果検証の段階においても、審議が行われる体制の構築が必要となります。 

 

➣ 総合計画審議会における「総合計画との一体化」と「総合戦略における１年間の延長」

についての審議が必要 

 

 

6－1 総合計画等と地方版総合戦略との関係（抜粋） 

 総合計画等を見直す際に、見直し後の総合計画等において人口減少克服・地方

創生という目的が明確であり、数値目標や重要業績評価指標（KPI）が設定され

るなど、地方版総合戦略としての内容を備えているような場合には、総合計画等

と総合戦略を一つのものとして策定することは可能であると考えられます。 

 

地方創生 

総合戦略 

総合計画 第５次総合計画後期基本計画(現行計画) 

第６次総合計画(次期計画) 

大井町総合戦略(現行戦略) 

前期計画 

総合戦略は切れ目なく策定しなければならない。 

➣次期計画は、令和３年度からスタートするため、現行

戦略の延長（１年）が必要 


